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株式会社　アントレックス （単位：千円）

科　　　　　　　目 金　　　　　額 科　　　　　　　　目 金　　　　額

Ⅰ 流　動　資　産 2,572,456 Ⅰ 流　動　負　債 1,220,680 

1 現 金 及 び 預 金 655,020 1 買 掛 金 202,417 

2 受 取 手 形 571 2 １年以内返済予定長期借入金 357,360 

3 売 掛 金 564,830 3 未 払 金 32,708 

4 商 品 950,918 4 １ 年 以 内 長 期 未 払 金 63,871 

5 仕 掛 品 10,284 5 未 払 費 用 44,403 

6 貯 蔵 品 7,790 6 未 払 消 費 税 20,549 

7 前 渡 金 23,900 7 未 払 法 人 税 等 9,437 

8 前 払 費 用 24,383 8 未 払 事 業 所 税 1,204 

9 立 替 金 3,586 9 前 受 金 17,221 

10 未 収 法 人 税 等 95 10 預 り 金 6,273 

11 繰 延 税 金 資 産 321,781 11 関 係 会 社 預 り 金 87,000 

12 そ の 他 12,561 12 賞 与 引 当 金 23,281 

13 貸 倒 引 当 金 △ 3,267 13 返 品 引 当 金 110,800 

Ⅱ　固　定　資　産 2,056,452 14 資 産 除 去 債 務 484 

1 有形固定資産 1,426,383 15 デ リ バ テ ィ ブ 負 債 242,653 

(1) 建 物 357,920 16 そ の 他 1,013 

(2) 構 築 物 922 Ⅱ 固　定　負　債 2,605,247 

(3) 車 両 運 搬 具 3,323 1 長 期 借 入 金 2,466,160 

(4) 工 具 、 器 具 及 び 備 品 81,123 2 長 期 未 払 金 67,383 

(5) 一 括 償 却 資 産 1,969 3 資 産 除 去 債 務 67,475 

(6) 土 地 981,123 4 繰 延 税 金 負 債 3,913 

2 無形固定資産 89,761 5 そ の 他 315 

(1) 電 話 加 入 権 1,845 負　債　合　計 3,825,927 

(2) ソ フ ト ウ ェ ア 5,425 

(3) 水 道 施 設 利 用 権 41,645 Ⅰ 株主資本 802,981 

(4) 工 業 用 水 道 施 設 利 用 権 40,845  　資   　本1 資本金 258,275 

3 投資その他の資産 540,307  　 2 資本剰余金 221,795 

(1) 投 資 有 価 証 券 24,062 （１）資本準備金 208,675 

(2) 関 係 会 社 株 式 48,619 （２）その他資本剰余金 13,120 

(3) 敷 金 保 証 金 364,927  　利 益 剰 余 金3 利益剰余金 322,911 

(4) 賃 貸 用 不 動 産 87,572  （１）利益準備金 1,874 

(5) 保 険 積 立 金 7,105 （２）その他利益剰余金 321,037 

(6) 長 期 前 払 費 用 8,020 　　　別途積立金 100,000 

　　　繰越利益剰余金 221,037 

 純資産合計 802,981 

 　　資 　　資 　　資　産　合　計 4,628,909 4,628,909 

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

負 債 ・純資産合計 

貸借対照表
（平成 ２３年８月３１日現在）　

資　産　の　部 負　債　の　部

 　純　資　産　の　部



損益計算書

株式会社　アントレックス （単位：千円） 

科　　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ 売 上 高 6,222,834

Ⅱ 売 上 原 価 3,168,330

　 売上総利益 3,054,503

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,303,280

営業利益 751,223

Ⅳ 営業外収益

受 取 利 息 246

受 取 配 当 金 934

賃 貸 資 産 収 益 2,350

業 務 受 託 収 益 80,707

営 業 保 証 金 36,510

そ の 他 2,144 122,893

Ⅴ　営 業 外 費 用

支 払 利 息 125,616

為 替 差 損 68,995

賃 貸 資 産 原 価 2,484

支 払 手 数 料 97,101

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 485

業 務 受 託 原 価 67,863

そ の 他 6,031 368,579

経常利益 505,536

Ⅵ　特　別　利　益

固 定 資 産 売 却 益 653

償 却 債 権 返 還 金 24,550 25,204

Ⅶ　特　別　損　失　

減 損 損 失 9,542

固 定 資 産 売 却 損 159

固 定 資 産 除 却 損 33,926

過 年 度 償 却 費 等 38,204

投 資 有 価 証 券 評 価 損 39,248 121,082

409,659

6,359

200,984 207,343

202,315

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

　当期純利益

　　　（平成２２年９月１日～平成２３年８月31日）

　税引前当期純利益

　法人税、住民税及び事業税

　法人税等調整額



         （単位：千円）

株　　　　主　　　　資　　　　本
評価・換算差
額等 純資産

資本準備金 その他 利益準備金 合計

資本剰余金 別途積立金 繰越利益剰余金
前期末残高 258,275 208,675 13,120 1,874 0 118,721 0 600,665 △ 21,445 579,220
当期変動額
　　新株の発行
　　剰余金の配当
　　当期純利益 202,315 202,315 202,315
　　自己株式の取得
　　自己株式の処分
　　別途積立金の積立 100,000 △ 100,000 0
　　別途積立金の取崩 0
　　株主資本以外の項目 21,445 21,445
　　の当期変動額（純額）
当期変動額合計 0 0 0 0 102,315 0 202,315 21,445 223,761
当期末残高 258,275 208,675 13,120 1,874 100,000 221,037 0 802,981 0 802,981

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（平成２２年９月１日～平成２３年８月３１日）
株主資本等変動計算書

自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金
資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金



個別注記表 

 

１．重要な会計方針 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 
イ．時価のあるもの･････期末日の市場価格等に基く時価法（評価差額は全部純

資産直入法によって処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しています。） 
ロ．時価のないもの･････移動平均法による原価法 
 
②棚卸資産の評価基準及び評価方法 
イ．商 品･････移動平均法による原価法 
ロ．仕掛品･････個別法による原価法 
ハ．貯蔵品･････最終仕入原価法による原価法 
貸借対照表価額は、収益性の低下に基く簿価切下げの方法により算定してい 
ます。 
 
③デリバティブ等の評価基準及び評価方法 
時価法によっております。 

 
（２）固定資産の減価償却の方法 
イ．有形固定資産･････定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建 
           物（附属設備を除く。）は定額法）を採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
建  物       10～41 年 
工具、器具及び備品  ２～15 年 

 
ロ．無形固定資産･････定額法を採用しています。なお自社利用のソフトウェア 

 については、社内における利用可能期間（５年）に基づ 
いております。 

  
（３）引当金の計上基準 
イ．貸倒引当金･････債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について 
          は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について 

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して 
おります。 

 



ロ．賞与引当金･････従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の内 
          当事業年度の負担額を計上しております。 

 
ハ．返品引当金･････返品による損失に備えるため、過去の返品実績を基準とし 

て算出した見積額を計上しております。 
 
（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 
①リース取引の処理方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

平成 20 年４月１日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
②ヘッジ会計の処理方法 
イ．ヘッジ会計の方法 

     金利スワップについて、特例処理の要件を満たしている場合には、特例

処理を採用しております。 
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段：金利スワップ取引 
   ヘッジ対象：借入金 
ハ．ヘッジ方針 
   金利リスク低減のため対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 
二．ヘッジ有効性評価の方法 
   金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、ヘッジ 

有効性の判定を省略しております。 
 
③その他 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
２．重要な会計方針の変更 
 当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準適用指針第

18 号 平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用しています。こ

れにより従来と比較して、営業利益及び経常利益が 9,393 千円、税引前当期純

利益が、47,597 千円減少しております。 
 
 
 



３．貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額 877,626 千円 

（注）投資その他の資産で計上されている賃貸用不動産も含めております。 

 

 

４．重要な後発事象に関する注記 

平成 23年９月 1日に、当社は、完全子会社㈱ニキ・ジャパンと子会社㈱マイ

クロフレグランスの両社を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行っておりま

す。 

 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記  
（１）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事

項 （単位：株） 
発行済株式 

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 ４,１０８ - - ４,１０８ 

自己株式 

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式      ７６    - -      ７６ 

自己株式は無償による取得のため、貸借対照表には表示されていません。 

 

（２）配当に関する事項 

①配当金支払額 

配当金の 一株当たり 
決議 

株式の 

種類 総額(千円) 配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成 22年 11 月 26 日  平成 22年  

定時株主総会 普通株式 
- - 

8 月 31 日  

 
 

 
 
 
 
 
 




